事業所を廃止した介護サービス事業者の皆様へ
下記のケースに該当する場合は、それぞれ必要な書類を速やかに提出してください。（郵送可）

各様式は茨城県のホームページからダウンロードが可能です。

※　今回事業所を廃止したことにより、法人全体で運営する介護保険事業所数が「０」となった場合は、届出の必要はありません。

●ケース１：今回事業所を廃止したことにより、法人全体で運営する介護保険事業所の数

が減少し、整備すべき業務管理体制の内容（下記「業務管理体制整備の内容」

参照）が変更となった場合。
　　提出様式：「介護保険法第115条の32第3項に基づく業務管理体制に係る届出書（届出事項の変更）

　　提出先：これまで業務管理体制に係る届出書を提出していた国、都道府県又は市町村

　※　事業所数が減少しても、整備すべき業務管理体制の内容が変更とならない場合には、届出の必要はありません。

※　整備すべき体制は、各事業者が運営する事業所等の数により異なります。

（業務管理体制整備の内容）
	　　　　　　　　　　
　　　　　　　　
	業務執行状況の監査

	　　　　　　　　　
	
	法令遵守規定の整備
	
	法令遵守規定の整備

	法令遵守責任者の選任
	
	法令遵守責任者の選任
	
	法令遵守責任者の選任


　　　　　２０未満　　　　　　２０以上１００未満　　　　　　　１００以上

指定又は許可を受けている事業所等の数（医療みなし事業所を除く）
※　同一事業所が、例えば訪問看護と介護予防訪問看護の指定を併せて受けている場合、事業所等の数は２と数えます。

●ケース２：今回事業所を廃止したことにより、届出先（下記参照）が変更となった場合。

　　提出様式：「介護保険法第115条の32第2項（整備）又は第4項（区分の変更）に

　　　　　　基づく業務管理体制に係る届出書」　※特に「区分の変更」欄に注意

　　提出先：これまで業務管理体制に係る届出書を提出していた国、都道府県、市町村、

及び、変更となった届出先（変更前と変更後の両方の届出先に提出してくだ

さい。）

　※事業所数が減少しても、届出先が変更にならない場合には、届出の必要はありません。

【届出先】

各事業者（＝法人）が運営する事業所等の所在地により異なります。
	届出先区分
	届出先

	1 事業所等が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	厚生労働大臣

	2 事業所等が２以上の都道府県の区域に所在し、かつ、２以下の地方厚生局の管轄区域に所在する事業者
	事業者の主たる事務所が所在する都道府県知事

	3 全ての事業所等が１の都道府県の区域に所在する事業者
	都道府県知事

	4 全ての事業所等が１の指定都市の区域に所在する事業者
	指定都市の長

	5 全ての事業所等が１の中核市の区域に所在する事業者　(＊本県では水戸市が該当)
	中核市の長

	6 地域密着型サービス（地域密着型介護予防を含む）のみを行う事業者であって、事業所等が同一市町村内に所在する事業者
	市町村長


　※ケース１及びケース２の両方に該当する場合は、それぞれの書類を提出してください。

＜問い合わせ先・書類提出先＞
　茨城県が所管の場合
　　〒３１０－８５５５
　　　水戸市笠原町９７８－６

茨城県長寿福祉課 介護保険指導・監査グループ

ＴＥＬ：０２９－３０１－３３１５

ＦＡＸ：０２９－３０１－３３４８

